
区　　　　　　　　分 ５　年　度 ４　年　度

測 定 単 位 Ａ※ Ｂ※ Ａ-Ｂ (A÷B-1)×100（％）

消 防 費 人 口 28億4,764万円 28億4,527万円 237万円 0.1

道 路 の 面 積 13億7,024万円 13億5,384万円 1,640万円 1.2

道 路 の 延 長 9億4,330万円 9億7,204万円 △2,874万円 △ 3.0

都 市 計 画 費 都市計画区域における人口 2億5,238万円 2億5,190万円 48万円 0.2

人 口 1億4,289万円 1億4,528万円 △239万円 △ 1.7

都 市 公 園 の 面 積 9,526万円 9,450万円 76万円 0.8

下 水 道 費 人 口 9億8,480万円 9億7,837万円 643万円 0.7

そ の 他 の 土 木 費 人 口 3億9,268万円 3億8,736万円 532万円 1.4

児 童 数 5億5,569万円 5億5,247万円 322万円 0.6

学 級 数 5億9,426万円 5億8,313万円 1,113万円 1.9

学 校 数 3億4,594万円 3億3,562万円 1,032万円 3.1

生 徒 数 2億3,684万円 2億4,150万円 △466万円 △ 1.9

学 級 数 3億4,241万円 3億4,280万円 △39万円 △ 0.1

学 校 数 2億2,972万円 2億2,326万円 646万円 2.9

教 職 員 数 - - -

生 徒 数 - - -

人 口 15億2,703万円 15億4,639万円 △1,936万円 △ 1.3

幼稚園等の小学校就学前子どもの数 1億467万円 1億1,369万円 △902万円 △ 7.9

生 活 保 護 費 市 部 人 口 11億2,432万円 11億295万円 2,137万円 1.9

社 会 福 祉 費 人 口 79億8,456万円 80億4,907万円 △6,451万円 △ 0.8

保 健 衛 生 費 人 口 32億6,219万円 32億226万円 5,993万円 1.9

65 歳 以 上 人 口 51億9,911万円 50億6,134万円 1億3,777万円 2.7

75 歳 以 上 人 口 30億5,535万円 29億5,620万円 9,915万円 3.4

清 掃 費 人 口 15億8,606万円 15億8,824万円 △218万円 △ 0.1

農 業 行 政 費 農 家 数 5億1,838万円 5億1,838万円 円 0.0

林 野 水 産 行 政 費 林 業 及 び 水 産 業 の 従 業 者 数 3億7,162万円 3億7,303万円 △141万円 △ 0.4

商 工 行 政 費 人 口 3億3,401万円 3億3,434万円 △33万円 △ 0.1

徴 税 費 世 帯 数 3億5,248万円 3億4,577万円 671万円 1.9

戸 籍 数 1億338万円 1億504万円 △166万円 △ 1.6

世 帯 数 1億8,616万円 1億8,856万円 △240万円 △ 1.3

人 口 22億6,580万円 22億6,160万円 420万円 0.2

面 積 1億5,319万円 1億5,370万円 △51万円 △ 0.3

小　　計（従 来 分） ① 374億6,235万円 372億787万円 2億5,448万円 0.7

人 口 5億7,105万円 5億3,017万円 4,088万円 7.7

人 口 5億1,981万円 5億1,817万円 164万円 0.3

人 口 2億7,650万円 2億8,214万円 △564万円 △ 2.0

人 口 2億2,744万円 1億3,562万円 9,182万円 67.7

② 15億9,480万円 14億6,611万円 1億2,869万円 8.8

計（個別算定経費） ③ （ ① ＋ ② ） 390億5,715万円 386億7,397万円 3億8,318万円 1.0

人 口 37億4,970万円 35億6,827万円 1億8,143万円 5.1

面 積 6億7,423万円 6億7,659万円 △236万円 △ 0.4

計（包括算定経費） ④ 44億2,393万円 42億4,486万円 1億7,907万円 4.2

⑤ 68億8,512万円 71億1,120万円 △2億2,608万円 △ 3.2

合　　　計　（錯誤額を除く） ⑥ （ ③ ＋ ④ ＋ ⑤ ） 503億6,621万円 500億3,003万円 3億3,618万円 0.7

　錯　　誤　　額 ⑦ 3,311万円 △416万円 3,727万円 -

　基準財政需要額（臨財債振替前） ⑨（⑥＋⑦） 503億9,931万円 500億2,587万円 3億7,344万円 0.8

（注1）表示単位未満を四捨五入しているため、項目ごとの数値の計と合計は一致しない場合があります。

（注2）令和2年度で合併算定替えが終了し、令和3年度からは一本算定となりました。
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小　　　　　　　計

包

括

算

定

経

費

費目別基準財政需要額
　基準財政需要額は、地方公共団体ごとの標準的な水準における一般財源の必要額を算定するものであり、以下の区分ごとに
「単位費用×測定単位×補正係数」により算出されます。なお、補正係数により、人口規模、人口密度、気象条件等の様々な要
素を反映し、地方公共団体の置かれている状況による行政経費の差に対し、公平な算定が可能となっています。
　令和５年度の基準財政需要額の算定結果は以下のとおりです。
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地域の元気創造事業費

道 路 橋 り ょ う 費

公 園 費

小 学 校 費

地域デジタル社会推進事業費

地域社会再生事業費

中 学 校 費


